
2022 年度事業報告書

当財団は、2022 年度において以下の事業活動を⾏った。

１．調査事業

（１）カントリーリスク等に関しては、2022 年度は世界 25 か国について原則半
年ごとの総合評価レポートおよび国別予測・レーティングレポート、その他の
32 か国に関する⼀年ごとの概要レポートなど、従来から継続している定期レポ
ートをインターネット配信を通じて会員各位に提供した。詳細は別表 1「JCIF
オンラインサービス」の内容をご覧ください。

また、世界の主要国及び新興国・開発途上国の⾦融経済情勢を調査しその成
果を各種レポートにまとめた。この間の世界の経済情勢とこれを踏まえた主な
調査項⽬は次の通り。

22 年の世界経済は国・地域によるばらつきを伴いつつ回復ペースが減速し、実
質 GDP 成⻑率は＋3.4％（IMF 推計）と 21 年（＋6.2％）を下回った。新型コロ
ナ対策の活動制限の緩和による個⼈消費の持ち直しを主因に回復が続いたが、先
進国を含む多くの国で⾷料およびエネルギー価格の⾼⽌まりに伴うインフレと
これを受けた利上げの継続が景気下押し圧⼒となったほか、新興国・途上国では
欧⽶経済減速の影響が徐々に広がった。⼀部の新興国・途上国では、拡張的財政
政策の縮⼩、内政の不確実性の⾼まり、⾃然災害の影響もあって回復ペースが⼤
きく低下した。23 年に⼊ってからは、ウクライナ情勢⻑期化の影響（欧州でのエ
ネルギー供給制約の影響を含む）に加え、中国のゼロコロナ政策終了、インフレ
と⽶国⾦融政策の動向に伴う⾦融・経済⾯への影響（⽶銀破綻の影響を含む）が
注⽬点となっている。

世界各国では先⾏きの持続的成⻑に向けて、デジタル化、グリーン・トランジ
ション（環境配慮や持続可能性のある社会への移⾏）などの⼤きな構造変化への



対応が進んでいる。エネルギーの安定確保や新たな産業の育成への意識の⾼まり
から、再⽣可能エネルギー発電施設の拡充、EV 利⽤・⽣産の促進等の脱炭素に
向けた動きが新興国・途上国でも広がっている。 

 
このように地域及び国ごとに多様な問題がみられたことを踏まえ、⾦融経済の

現状ならびに⾒通しについて以下のような調査項⽬を中⼼に積極的かつ分析的
な情報提供を⾏った。 

 
① 新型コロナの感染状況と各国の政治、財政・⾦融、実体経済への影響 
② 先進国の利上げ等に伴う新興国・途上国への影響（資⾦フロー、対外債務返

済⼒への影響を含む） 
③ ロシアによるウクライナ侵攻の世界経済への影響 
④ ⽶国の政治、経済、外交通商の動向 
⑤ ユーロ圏の経済動向および政治情勢 
⑥ ⽶中対⽴を含む中国の政治経済の動向 
⑦ 中国を除くアジア、中南⽶、中東、アフリカ、東欧等の新興国の政治経済の

動向 
⑧ 原油価格をはじめとする国際商品市況の動向 

 
（２）従来の産業調査に加えて、脱炭素化やサステナブル・ファイナンス、フィン

テック、デジタル通貨、デジタル・トランスフォーメーションなど会員の関⼼が
⾼いテーマに関する調査に引続き注⼒した。 

 
（３）世界の主要⾦融市場における規制動向をフォローし、本邦⾦融機関への影響

等を考察した。 
 
（４）為替市場の変動をフォローし、市場参加者の⾒⽅を集約したレポートを作成

した。 



（５）調査にあたり、海外出張に制約がある中で調査対象国の現地関係者とのウェ
ブ⾯談など新たな情報ソースの開拓に努めたほか、22 年 12 ⽉から海外出張調査
を再開した。 

 
２．講演会・セミナー 

 
 2022 年度は、内外の政策・監督当局者や有識者を講師とする講演会・セミナー
をオンライン開催したほか、感染状況をみながら実開催を含むハイブリッド開催
も実施した。講演会・セミナーでは、講演テーマに関する講師と当財団理事⻑等
とのディスカッションも⾏った（別表 2 に 2022 年度中の「講演会・セミナー開
催状況」をとりまとめた）。 

 
３．ワークショップ 

 
2022 年度も、最新の国別予測・レーティングに関する説明会を会員に限定して 

7 ⽉、12 ⽉にオンラインで開催した。このほか、当財団各研究員が調査を通じて
得た最新情報を会員に提供するオンライン報告会を開催した（別表 3 をご参照）。 

   
４．海外テロリスト等資産凍結対象者検索管理システム運営事業 
 
  FATF 第 4 次相互審査の結果を受けて当局が発表した「マネロン・テロ資⾦ 

供与・拡散⾦融対策に関する⾏動計画」に基づき、国連安全保障理事会決議等
で指定された資産凍結等の措置の対象者となる者等の告⽰発出プロセスの迅速
化が実施されるなど、⾦融機関等は経済制裁措置に関して引き続き速やかな対
応が求められている。2022 年度は、国連安全保障理事会、国際機関および 各
国による従来の資産凍結等の経済制裁措置に加え、我が国も累次にわたりウク
ライナをめぐる情勢に対する国際平和のための経済制裁を実施、制裁対象者の
情報改訂等は⽇本政府の告⽰が 25 回（延べ約 1,300 名/団体）、⽶国および国
連制裁委員会による制裁情報の発表は 112 回（延べ約 3,200 名/団体）に及ん
だが、当財団では速やかにデータベースを更新し、制裁者情報の確実な提供に



努めた。また、独⾃調査による海外主要国 PEPs 情報についても、対象国数を
98 か国、収録要⼈数を約 7,000 名に拡充した。 
 

その他、2021 年度よりマネロン・テロ資⾦供与対策に関する正しい知識の普及
を⽬的として製作・提供している「マネロン・テロ資⾦供与対策オンライン教室」
(動画)については、より専⾨的な内容の「実務編」を 6 本製作したほか、新たな
措置が次々に発動されたウクライナ情勢に関する制裁について、措置の対象や内
容を整理し、⾦融機関に求められている外為法上の確認義務との関係などについ
ても詳細に解説した「ウクライナ特別編」も 3 本製作、合計 9 本の動画を公開し、
外為法、犯収法に関する理解を深めるための活動を継続して⾏った。 
 

5．個⼈利⽤システムの普及 
 

公益財団移⾏を機にインターネット等を通じて、会員のみならず国⺠⼀般にも
当財団の調査成果の普及を図る狙いから、個⼈利⽤システムサービスを⾏ってい
る。  

 
６．委嘱・委託事業 

 
会員等からの委嘱および省庁の⼊札参加等により、新興諸国・開発途上国の 

  ⾦融・財政や対外債務管理等に関する各種調査・研究を⾏い、また研究会や研修
会等に関する事務を⾏うものである。2020 年度に JICA 案件（2022 年度までの
3 年間）を受注し、2022 年度はオンラインによる遠隔研修を 1 回実施した。 

 
 
 

以 上 
 
 
 
 
 



別表１ 
 

 
 
 
 
 

（各年とも4⽉〜3⽉ベース）

22年度 21年度 20年度 19年度 22年度 21年度 20年度 19年度

 カントリーデータシート 1,770 1,769 1,776 2,472 57 45 44 53

 総合評価レポート 4,993 4,593 4,211 4,991 43 43 42 39

 国別予測・レーティングレポート 1,267 1,061 1,025 1,198 41 41 42 40

 基礎レポート 7,550 6,337 6,209 9,689 180 169 177 179

 概要レポート 2,532 2,407 2,088 2,955 33 30 31 30

 概況表 7,916 7,487 7,477 8,997 124 112 111 104

 予測・レーティング総括 74 98 66 79 4 4 4 4

 トピックス(本部作成） 12,140 12,890 16,824 20,381 289 224 330 379

 トピックス（ワシントン事務所作成） 400 512 795 889 10 15 32 23

 トピックス（ブラッセル事務所作成） 1,010 901 883 1,553 56 60 59 76

 投資情報概要 487 458 304 640 21 16 15 19

 アジアの主要通貨・株価の動き 937 800 900 781 47 47 49 50

 アジアの政治・経済・⾦融レポート 2,370 2,134 2,088 2,106 48 47 49 51

 中南⽶︓主要国・前週の主な動き 2,553 3,564 3,916 4,349 48 47 49 50

 ロシア・中東欧の政治・経済・⾦融レポート 1,623 1,889 1,788 1,864 49 47 49 50

 アフリカの政治・経済・⾦融レポート 1,506 1,530 1,353 1,591 48 47 49 50

 G7・中国経済指標 950 764 1,006 798 47 47 42 50

 為替予測 312 191 151 203 34 34 33 34

 新興市場経済指標 355 343 316 237 47 47 42 49

 マーケットデータシート 1,385 1,042 1,286 708 44 44 43 42

 主要国の⾦融政策・政治動向 445 503 373 448 27 26 24 24

 ⾦融⽀援措置⼀覧 47 26 30 21 1 1 1 1

 世界の経済圏 228 41 108 68 0 1 1 1

 総合計（a） 52,850 51,340 54,973 67,018 1,298 1,194 1,318 1,398

 動画アクセス件数 606 436 1,111 820 19 23 80 61

 会員数(b) 139 144 162 165

 (a)/(b) 380 357 339 406

2022年4⽉〜2023年3⽉  レポート別検索･登録件数

検索件数 登録件数
レポート名称



 
 

 
 
 
 
 

1 タイ 86 1 インド 114 1 カタール 150

2 ベトナム 83 2 インドネシア 106 2 エジプト 134

3 バングラデシュ 74 3 ベトナム 81 3 シンガポール 132

4 インドネシア 68 4 台湾 70 4 オーストラリア 124

5 メキシコ 66 5 中国 69 5 カナダ 122

6 中国 59 6 メキシコ 68 6 カンボジア 114

7 ブラジル 56 トルコ 7 米国 109

アラブ首長国連邦 マレーシア 8 バングラデシュ 108

カタール タイ 9 スリランカ 101

トルコ 韓国 10 オマーン 93

ラオス

米国

1 インド 301 1 共通 5,796 1 インドネシア 416

2 ベトナム 298 2 中国 1,645 2 インド 385

3 インドネシア 253 3 中近東全域 887 3 ベトナム 369

4 タイ 223 4 メキシコ 349 4 マレーシア 324

5 ブラジル 201 5 ブラジル 232 5 タイ 316

6 中国 198 6 フィリピン 224 6 フィリピン 270

7 台湾 190 7 韓国 212 7 トルコ 250

8 韓国 180 8 インド 200 8 メキシコ 239

9 マレーシア 172 9 トルコ 195 9 中国 213

10 メキシコ 171 ベトナム 10 韓国 208

台湾

1 インドネシア 631 1 ベトナム 49

2 インド 572 2 ポーランド 36

3 ベトナム 539 トルコ

4 マレーシア 518 ブラジル

5 中国 473 中国

6 メキシコ 423

7 ブラジル 422 予測レーティング総括 74

8 アラブ首長国連邦 349

9 タイ 345 定期レポート検索件数合計 26,589

10 チリ 344 前年同月 24,210

総合評価レポート

10 167

2022年4月～2023年3月 国別定期レポート検索件数ランキング

カントリーデータシート 国別予測・レーティング 概要レポート

7 67

8 49

9 60

基礎レポート 投資情報概要

3 33

10 47

概況表 トピックス（東京作成）



 

 
 
 
 

順位 表題 ⽇付 件数

1   セミナー資料︓「ウクライナ情勢」（講師︓ウクライナ財務⼤⾂アドバイザー ⽥中 克 ⽒） 2022.05.13 238

2
  JCIFカントリーリスクセミナー2022年度上期 配布資料(3)
       タイ・フィリピン・インドネシア・ミャンマー・ベトナム・マレーシア

2022.07.21 187

3
  主要新興国の経済・物価、財政・⾦融、国際収⽀・外貨資⾦繰り等の動向について
      ― 新型コロナ・パンデミックからの経済回復とそのリスクの点検 ―

2022.03.31 178

4   JCIFセミナー資料「ウクライナ危機下の欧州の最新動向」(講師︓JCIFブラッセル事務所⻑ 東尾 直⼈） 2023.01.24 163

5
  JCIF国際⾦融セミナー(PART2）資料
       「激動する世界経済と国際的政策対応」(財務省財務官 神⽥ 眞⼈ ⽒）

2022.04.12 148

6   JCIFカントリーリスクセミナー2022年度上期 配布資料(2)中国・韓国・台湾・インド 2022.07.21 141

7   JCIFカントリーリスクセミナー2022年度上期 配布資料(6)メキシコ・ブラジル・アルゼンチン・チリ・ペルー 2022.07.22 139

8   IMFの世界経済⾒通し(2022年4⽉） 2022.04.21 128

9   メキシコ︓ ウクライナ危機の当⾯の経済的影響 〜政府の燃料価格抑制策の効果と財政⾯等の影響を考察する〜 2022.04.12 118

10
  主要新興国の経済・物価、財政・⾦融、国際収⽀・外貨資⾦繰り等の動向について
       ― 新型コロナ、ウクライナ情勢の新興国経済へのインパクトとそのリスクの点検 ―

2022.09.30 112

11
  セミナー資料「IMF世界・アジア太平洋地域経済⾒通し︓戦争が経済回復を抑制する」
        （講師︓国際通貨基⾦（IMF） アジア太平洋地域事務所⻑ 鷲⾒ 周久 ⽒）

2022.06.08 109

12   セミナー資料︓「NFTの法的論点と実務動向」（講師︓森・濱⽥松本法律事務所 増⽥雅史弁護⼠） 2022.05.20 108

  JCIFカントリーリスクセミナー2022年度下期 配布資料(3)
       フィリピン・ベトナム・インドネシア・タイ・マレーシア・ミャンマー

2022.12.22

  セミナー資料︓「ロシアに対するSWIFT制裁の実態と⼈⺠元の国際決済システムの展望」
       （講師︓麗澤⼤学経済学部 教授 中島 真志 ⽒ ）

2022.11.02

15
  セミナー資料︓「『超円安相場』の循環的、並びに構造的諸要因と今後の展望」
       （講師︓⿓⾕⼤学経済学部教授  ⽵中 正治 ⽒ ）

2022.09.13 101

16
  JCIFカントリーリスクセミナー2022年度上期 配布資料(5)
        ロシア・ポーランド・ハンガリー・南アフリカ

2022.07.22 100

17
  JCIFカントリーリスクセミナー2022年度下期 配布資料(6)
       メキシコ・ブラジル・コロンビア・アルゼンチン・チリ

2022.12.21 98

18   JCIFカントリーリスクセミナー2022年上期 配布資料(1)総括 2022.07.21 95

19  中国︓ 4⽉の各指標で⾒る中国経済 〜主要指標は前年同⽉⽐マイナス、景気の下押し圧⼒が強まる〜 2022.05.24 92

20
 中国︓ 「⼀帯⼀路」構想の進展と課題について
       〜習政権は経済外交⾯での優位性向上を⽬的にしたたかに推進〜

2022.04.27 85

21
 セミナー資料︓「ステーブルコインに関する 制度整備をはじめとする近時の動向」
      （講師︓森・濱⽥松本法律事務所 寺井勝哉弁護⼠）

2022.05.20 83

22  JCIFカントリーリスクセミナー2022年度下期 配布資料(2)中国・韓国・台湾 2022.12.22 82

23
 JCIF国際⾦融セミナー資料
      「世界経済の⼤変容と国際政策対応」(財務官 神⽥ 眞⼈ ⽒）

2023.03.02 81

24
 中国︓ ⼈⺠元安・資本流出の動きとその背景について
       〜過去2回の⼈⺠元安局⾯より今回の経済環境は厳しい様相〜

2022.05.19 80

25  ⽶国︓ ウクライナ侵攻にみるプーチン⼤統領の思い⼊れと停戦交渉の⾒通し 2022.06.23 79

26  フィリピン︓ ⼤統領選挙結果速報 〜「独裁者」の息⼦・マルコス⽒が圧勝、今後の政策は不透明〜 2022.05.12 78

27  ロシア、ウクライナ、⽇本︓ ウクライナ情勢に関する外為法に基づく経済制裁措置について 2022.05.30 73

28  JCIFカントリーリスクセミナー2022年度下期 配布資料(1)総括 2022.12.21 72

29  JCIFカントリーリスクセミナー2022年度下期 配布資料(5)ロシア・南アフリカ 2022.12.21 71

103

2022年4⽉〜2023年3⽉ トピックス検索件数ランキング(上位50位）

13



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

順位 表 題 ⽇付 件数

30
 JCIF国際⾦融セミナー資料
      「サステナブルファイナンスの推進」(⾦融庁 総合政策局総合政策課⻑ ⾼⽥ 英樹 ⽒）

2023.03.02 69

31
 JCIFカントリーリスクセミナー2022年度下期 配布資料(3)
       フィリピン・ ベトナム・インドネシア・タイ・マレーシア・ミャンマー

2022.12.22 68

32  中国︓ 海外投資家による中国向け債券投資の状況（22年3⽉末） 2022.05.02 67

 トルコ︓ トルコ南東部地震の被災状況と現段階の影響
       〜トルコ・シリアで甚⼤な被害、トルコ内政への影響を注視〜

2023.02.08

 JCIFカントリーリスクセミナー2022年度下期 配布資料(4) トルコ・パキスタン・イスラエル・サウジアラビア 2022.12.21

35
 インド︓ 2024年総選挙に向け政権基盤を固めたモディ政権
       〜5州の地⽅議会選挙の開票結果〜

2022.03.23 64

36
 JCIF国際⾦融セミナー資料
      「2023年度の経済展望︓激変する世界情勢と⾦融政策」(公益財団法⼈ 東京財団政策研究所 主席研究員 早川 英男 ⽒ ）

2023.03.02 62

 IMFの世界経済⾒通し(2022年10⽉） 2022.10.13

 JCIFカントリーリスクセミナー2021年度下期 配布資料(3)
       フィリピン・マレーシア・インドネシア・ミャンマー・ベトナム・タイ

2021.12.23

 JCIFカントリーリスクセミナー2022年度上期 配布資料(4)
      サウジアラビア・アラブ⾸⻑国連邦・トルコ・原油市場

2022.07.22

40  中国︓ 22年不動産業界の動向と今後の⾒通しについて 〜安定成⻑を維持しながらの巨額債務処理には時間を要する〜 2022.11.29 56

41  ベトナム︓ 社債市場の拡⼤と不正事件を巡る動き 〜社債発⾏政令改正と⼀部⼤⼿銀⾏の取り付け騒ぎ〜 2022.11.10 53

42  エジプト︓ IMF拡⼤信⽤供与措置（EFF）取極合意と⽀援プログラム  〜融資により当⾯の外貨繰り懸念は和らぐ〜 2023.01.24 51

43  ブラジル︓ ルーラ政権発⾜－襲撃事件により政治的⼆極化が鮮明に－ 2023.01.13 50

 アラブ⾸⻑国連邦︓ ムハンマド皇太⼦が新⼤統領に就任 〜政治的⽅針は維持も、次期皇太⼦指名は未定〜 2022.05.19

 中近東全域︓ 中東・北アフリカ政治動向近況（22年1⽉1⽇〜22年4⽉27⽇） 2022.04.28

46  中近東全域︓ 中東・北アフリカ政治動向近況（22年1⽉1⽇〜22年5⽉12⽇） 2022.05.13 48

 中国︓ 22年12⽉の住宅市場の状況 ―住宅販売の減少と住宅価格の低下が続く― 2023.01.24

 ブラジル︓ ブラジル⼤統領選挙結果とルーラ次期政権の政策⾒通し
       －社会⽀出の拡⼤と債務の持続可能性の両⽴を公約－

2022.11.04

 中国︓ オミクロン株の感染拡⼤と防疫体制の現状 〜上海でロックダウン、経済活動への影響が懸念される〜 2022.04.18

 世界の資⾦フロー（2019年第3四半期） 2020.02.07

 セミナー資料︓「責任投資の魂とステークホルダー 資本主義」
      （講師︓PRI（国連責任投資原則）理事  ⽊村 武  ⽒）

2022.04.21

(注）本表は2020年以降に作成されたレポートを掲載。
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別表２  
2022 年度 講演会・セミナー開催状況 

 

 
 

別表３ 
2022 年度 ワークショップ開催状況 

 

 

開催日 テーマ 講　師

4月12日
 JCIF国際金融セミナー(PART2)
 激動する世界と国際政策対応

講演：　財務省　財務官　神田　眞人 氏
ディスカッション：　神田財務官　/　JCIF 理事長　玉木　林太郎

4月21日  責任投資とステークホルダー資本主義
講演：　日本生命保険相互会社　執行役員　木村　武 氏
　　　　　　（国連責任投資原則（PRI）理事）
ディスカッション：　木村執行役員　/　JCIF 理事長　玉木　林太郎

5月13日  ウクライナ情勢
講演：　ウクライナ財務大臣アドバイザー　田中　克 氏
ディスカッション：　田中アドバイザー　/　JCIF 理事長　玉木　林太郎

5月20日

 ステーブルコイン関連の法改正と
 NFT法律実務の最新動向
　
　寺井弁護士　「ステーブルコインについて」
　増田弁護士　「NFT（その他Web3）について」

講演：　森・濱田松本法律事務所　パートナー　　 　　  増田　雅史 弁護士
　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　  シニア・アソシエイト 寺井　勝哉 弁護士
ディスカッション：寺井弁護士・増田弁護士
                     /　JCIF シニアアドバイザー　山崎　秀夫

6月8日

 IMF世界・アジア太平洋地域経済見通し
 ：戦争が経済回復を抑制する
  World Economic Outlook and the Asia Pacific Region
  : War sets back the global recovery

講演：　国際通貨基金（IMF）アジア太平洋地域事務所
   所長　鷲見　周久 氏

9月13日
 『超円安相場』の循環的、
   並びに構造的諸要因と今後の展望

講演：　龍谷大学　経済学部　教授　竹中　正治 氏
ディスカッション：　竹中教授　/　JCIF 理事長　玉木　林太郎

11月2日
 ロシアに対するSWIFT制裁の実態と
 人民元の国際決済システムの展望

講演：　麗澤大学　経済学部　教授　中島　真志 氏
ディスカッション：　中島教授　/　JCIF 常務理事　恵谷　英雄

12月6日

 IMF世界・アジア太平洋地域経済見通し
 ：生活費危機への対処
 World Economic Outlook and the Asia Pacific Region
 : Countering the Cost-of-Living Crisis”

講演：　国際通貨基金（IMF）アジア太平洋地域事務所
　 前所長・特別顧問　鷲見　周久 氏

2023年
1月24日

 ウクライナ危機下の欧州の最新動向
講演：　JCIFブラッセル事務所 所長　東尾　直人
ディスカッション：　東尾所長　/　JCIF 理事長　玉木　林太郎

3月2日  JCIF国際金融セミナー

講演：　財務省　財務官　神田　眞人 氏
ディスカッション：　神田財務官　/　JCIF 理事長　玉木　林太郎

講演：　金融庁　総合政策局総合政策課長　高田　英樹 氏
ディスカッション：　高田課長　/　JCIF 理事長　玉木　林太郎

講演：　公益財団法人東京財団政策研究所　主席研究員　早川　英男 氏
ディスカッション：　早川主席研究員　/　JCIF 理事長　玉木　林太郎

開催⽇ 内  容
7⽉21⽇
〜22⽇

 カントリーリスクセミナー（上期)

12⽉21⽇
〜22⽇

 カントリーリスクセミナー（下期）

2023年
3⽉15⽇

 ウクライナ最新動向 〜軍事侵攻開始後1年経つウクライナ〜

（注）講師はJCIFスタッフが担当


